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実証実験プロジェクトの申請される皆様へ 

 

本プロジェクトの経費については、本市の公的資金を財源としておりますので、社会的に

その適正な執行が強く求められており、本市としましても不正行為に対しては厳正に対処し

ております。  

したがって、本プロジェクトの申請をされる方や申請後に採択が決定し経費の受給をされ

る方におかれましては、以下の点につきまして十分認識された上でプロジェクトの申請又は

受給を行っていただきますようお願いします。  

 

１ 本プロジェクトの申請者が提出する書類には、いかなる理由があってもその内容に虚偽

の記述を行わないでください。  

２ 本市から資料の提出や修正の指示があった場合には速やかに対応してください。適切

な対応をいただけない場合、交付決定の取消などを行う場合があります。 

３ プロジェクトの採択決定を通知する前に、着手（発注等を含む）した事業等については、

経費の交付対象とはなりません。  

４ プロジェクトは、実証実験プロジェクトであり既にサービス化された事業については、経費

の交付対象とはなりません。  

５ プロジェクトの経費で取得、又は効用の増加した財産（取得財産等）を当該資産の財産

処分制限期間内に処分（経費の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、又

は担保に供することをいう。）しようとするときは、事前に処分内容等について承認を受け

なければなりません。なお、必要に応じて取得財産等の管理状況等について調査するこ

とがあります。  

６ 偽りその他の不正な手段により、経費を不正に受給した疑いがある場合には、経費の受

給者に対し必要に応じて現地調査等を実施します。  

７ 調査の結果、不正行為が認められたときは、当該経費に係る交付決定の取消を行うとと

もに、受領済みの経費のうち取り消し対象となった額に加算金（年率 10．95％）を加えた

額を返還していただきます。 
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１ 目的 

本市は、第五次蒲郡市総合計画において「豊かな自然 一人ひとりが輝き つながりあう

まち～君が愛する蒲郡～」を将来都市像とし、蒲郡に関わる全ての人々がウェルビーイン

グを実感し、将来都市像を実現するよう、その実効性を高める手段として、ウェルビーイン

グの向上を目的とするサーキュラーエコノミーを地域一体となって推進する「サーキュラー

シティ」の実現を目指しています。 

本業務は、サーキュラーシティに関する事業が社会実装していくよう、事業者や団体な

どが実施するサーキュラーエコノミーに関するプロジェクトを支援するものです。 

 

２ 支援事業者 

本プロジェクト経費の交付対象となる事業者（以下「支援事業者」といいます。）は、次の

全ての要件に該当する者とします。 

⑴ 法令順守上の問題を抱えていないこと。 

⑵ 本事業に採択された場合、事務局請負事業者による伴走支援に承諾すること。伴走

支援内容は、定期的な情報共有、実証実験の基本計画/実施計画へのアドバイス、

必要に応じたパートナーの紹介、実証実験後のサーキュラーエコノミー事業に向けた

アドバイス等となります。 

 

３ 支援事業 

本プロジェクト経費の交付対象となる事業（以下「支援事業」といいます。）は、以下の全

ての要件を満たす事業とします。 

⑴ 支援事業者が、新規に取り組む先進的な支援事業であること 

⑵ サーキュラーシティ蒲郡のアクションプラン（重点分野：食、健康、消費、観光、交通、

教育、ものづくり）に則り、サーキュラーエコノミーによる社会課題を解決し、新事業創

出を目指す支援事業であること 

（https://www.city.gamagori.lg.jp/circularcity/roadmap.html） 

次のいずれかに該当する支援事業であること 

 ア 市内事業者が実施する事業 

 イ 市内事業者及び市外事業者が連携して実施する事業 

 ウ 市内で実施する事業 

⑶ 支援事業の完了後、概ね３年程度で市内を中心に事業化することを目指す事業であ

ること。 

⑷ 広く蒲郡市民が参加できるプログラムが実証の一部にあること（例：市民が利用できる

サービスの実証実験、回収物をアップサイクルするワークショップ、市民が参加できるセ

ミナー・講演会の開催など） 

⑸ 令和８年２月末日までに、本支援事業の経費に係る実証実験の完了が可能なもので

あること。 

⑹ 同一の事業内容で国等の他の補助金等を取得していないこと。 
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⑺ 類似の事業内容で同一の申請者から複数の申請が行われていないこと。 

⑻ 支援事業の実施に際して、事業のほぼ全部を第三者に外注（委託）するものでないも

の。 

⑼ 公序良俗に反する事業及び公的資金の使途として社会通念上不適切であると判断さ

れる事業でないもの。 

 

４ 支援事業における留意点 

以下の留意点を順守いただきます。 

⑴ 支援事業として採択後、機密情報を除き、支援事業の情報（企業名、事業テーマ、

経費額等）や進捗・結果の開示（取材／撮影／ホームページ等への掲載等）へ協力い

ただきます。 

⑵ 採択後、月１回、定期的に進捗管理報告書をご提出いただきます。必要に応じてご

提出いただいた報告書に基づいて打合せさせていただく場合があります。 

⑶ 実証実験の成果報告会やセミナー等にて、登壇いただく可能性がございます。 

⑷ 実証実験プロジェクト終了後、振り返りのアンケートにご回答いただきます。 

 

５ 事業対象経費 

以下に該当する費用を事務局請負事業者から支払うものとします。（申請者は本事業

以外の経費と明確に区分し、伝票、証拠書類等を保管・整理してください。なお、本事業

に直接関係のない経費と判断された場合は支援対象外経費となります。不明点がある場

合にはあらかじめ相談の上、適切な経費計上に努めてください。） 

⑴ 会議・調整の費用（会場費、構成員の交通費・謝金等） 

⑵ 外部委託費用 

⑶ 機械器具等のリース・レンタル費用（事業期間内に発生する経費のみ） 

⑷ 広報・PRの費用（チラシやポスターなどを作成する費用等） 

⑸ その他事業の実施に必要と認められる経費 

※ 事業終了後に財産となる支出の計上は不可。（備品購入費（単価が５万円を超え

る物品の購入）、施設整備費（事業期間中にレンタルで設置するものは可。）） 

※ ウェブサイト等の無形財産の構築費用については事業期間中のウェブサイト使用

料は可。 

※ 内部で発生する人件費は原則対象外とします。 

※ 経費の算出過程において小数点以下の端数が生じる場合は、国の基準（国等の

債権債務等の金額の端数計算に関する法律（昭和２５年法律第６１号）に準じ、原

則切り捨てとする。 

※ 本事業の採択以前に発生する経費及び事業終了後に納品される物の経費の計

上は不可とします。 

 

６ 採択予定件数 
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５件程度 

 

７ 支援対象経費 

１件あたりの上限額 ２，０００千円（税込） 

※ 経費の交付（支払い）は、実績報告書の提出後となりますのでご注意ください。 

※ 具体的な額については、本市及び事務局請負業者が検討し、事業計画の熟度・実 

現可能性や具体性に応じて減額となる場合があります。（決定される事業費は、申請者

が記載する申請金額と必ずしも一致するものではありません。）また、事業の一環で有

償販売を実施する場合、当該売上を控除した経費を支援対象経費とします。 

 

８ 事業期間 

交付決定日（令和７年７月下旬頃）から令和８年２月末日まで 

 

９ 事業の成果報告 

事業の成果を報告書としてとりまとめ、提出してください。報告書に記載する事項として

は、事業の実施内容、得られた効果（達成した成果）、課題の整理及び今後の対応策・展

望、決算報告書等となります。詳細は採択決定後に採択事業者に通知します。 

また、事業期間中は、定期的に事業の進捗状況・予算執行状況を蒲郡市及び蒲郡市

が別途契約した本事業の事務局請負業者に報告することとする。（頻度は１ヵ月に１回程

度を想定し、フォーマットは蒲郡市より提供します。） 

 

１０ 申込受付期間 

令和７年４月２５日（金）から令和７年６月１３日（金）午後５時まで【必着】 

 

１１ 提出書類 

以下の書類を提出してください。提出は、原則として代表事業者が全ての資料をまとめ

て提出してください。 

※様式は、蒲郡市のホームページからダウンロードできます。 

※財務諸表が２期分ない場合は、御相談ください。 

⑴ 提案書（様式１） 

⑵ 予算明細書（様式２） 

⑶ 財務諸表（貸借対照表、損益計算書）（直近２期分） 

⑷ 会社案内 

⑸ 暴力団排除に関する誓約書（様式３） 

⑹ 補足資料（任意） 

 

○申請にあたっての注意点 

・⑸は、経費の交付を受けようとする事業者が複数の場合、全事業者分提出してくださ
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い。ただし、連携体事業者等のうち経費を受領しない企業等や、外注先の事業者等

は提出不要です。 

・全て電子データで提出してください。原本が紙媒体のものも電子データに変換して提

出してください。 

・申請にあたっては、提出書類の不足や記載漏れなどがないよう、提出前に十分にご

確認ください。 

・提出書類は、本審査以外には使用しません。 

・提出書類は、必要に応じて修正や再提出をお願いする場合があります。 

・提出書等の提出について、書類の不足や記載内容等に形式上の不備がある場合に

は受理できませんのでご注意ください。 

・不足、不備等があった場合で、市が指定する期限までに対応がない場合、不採択と

なる場合がありますので、ご注意ください。 

・提出書類等は、採択、不採択にかかわらず、原則返却しません。 

 

１２ 応募方法 

受付期間内に、提出書類を以下の提出先へ原則電子メールで提出してください 。 

提出先：蒲郡市企画部企画政策課サーキュラーシティ推進室 

電話：０５３３-６６-１２２６ 

E-mail: circular＠city.gamagori.lg.jp 

※ 電子メールでの提出が困難な場合は、提出先に事前相談の上、期限までに郵送ま

たは持参してください。 

※ 通信トラブルや添付ファイルの容量制限等でメールが受領できない場合も考えられ

ますので、メール送信後、電話でその旨をご連絡くださいますようお願いします。 

※ ファイルは約５MB までメールに添付可能です。それ以上になる場合、分割して送

付してください。 

 

１３ 支援事業の選定方法 

書面審査及び外部委員を含む委員で構成する選考会で、１４に示す選定基準の観点

から厳正に提案内容を審査した上で、対象事業を選定します。なお、選定過程におい

て、申請者にヒアリングや追加資料の作成等を依頼する場合があります。また、希望の方

にはオンラインにおいてプレゼンテーションの機会を設けます（２０分程度（質疑応答含

む））。 

 

１４ 支援事業の選定基準 

⑴ 事業の有効性 

・サーキュラーシティ蒲郡アクションプランに則っているものであるか。 

・蒲郡市をはじめ各地域における社会課題を適切に捉え、資源循環だけではなく、経

済・社会・環境にとって効果的な事業であるか。 
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・期待される効果が高いか。またその効果は事業費に対し、妥当なものであるか。（※環

境面での効果/社会面での効果/経済面での効果を具体的にどのような効果を想定し、

アプローチするのか） 

・蒲郡市民が広く参加できる内容が実証内容に含まれているか。 

⑵ 事業の新規性、先進性 

・新規性・先進性のある取組であるか。（※先進的な事業をより評価する。なお、ここで 

いう新規性・先進性とは本市において本格的な事業化がされていない取組をいう。） 

・過去に本事業に採択されたプロジェクトについては事業の深化・高度化が認められる

か。 

⑶ 事業の具体性・実現可能性 

・提案書の計画（スケジュール等）が適切であり、具体的に記載されているか。 

・実証実験および実装の成果目標が適切であり、具体的に記載されているか。 

・実証実験および実装の効果検証や課題整理の方法が具体的に記載されているか。

効果検証（定量的・定性的な効果の両方）の方法は適切に設定されているか。 

・実装実験の推進体制として、事業成果の取りまとめ、本市および事務局との連絡調整

等に対応し得る体制が適切に整えられているか。 

・関連団体等（事業者、市民団体等）との円滑な協力や連携が、適切かつ具体的に計

画されているか。 

⑷ 事業としての波及性 

・実証実験および実装に対する波及効果は大きいか。 

（※波及効果とは、実証実験終了後または実装段階において、本市への実装のほか

他地域にもその取組が広がる可能性があるかを指す。） 

⑸ 事業としての継続性・発展性 

・実証実験終了後も引き続き実施されることが見込まれるものであるか。（※実証実験後

の成果・課題を踏まえた事業継続の見込みがあるか。実施体制、事業費、計画が検討

されているか。） 

・実証実験後の事業として更なる発展や他の地域への展開が可能なものであるか。 

・自主財源が一定程度確保されるなど、事業として自走していくことが見込める事業であ

るか。 

 

１５ 支援事業の選定通知 

採択事業者のみに７月下旬ごろに通知いたします。 

採択事業者はホームページでも公開します。 

 

 

 

 

 



- 7 - 

 

１６ 想定スケジュール 

 

令和７年４月２５日（金）～６月１３日（金） 実証実験プロジェクト申請受付 

６月１３日（金）～６月下旬 書類審査 

プレゼンテーション（任意） 

７月上旬頃 選考会 

７月下旬頃 交付決定 

交付決定～令和８年２月２７日（金） 事業期間 

 

１７ その他（注意事項） 

⑴ 過去に本事業に採択された事業の継続的な取組であっても申請を妨げるものではあ

りませんが、新規性・先進性及び事業をより深化した事業内容で提出していただく必要

があります。 

⑵ 連携する事業者等が、他の申請事業の事業者等であることを制限しません。ただし、

提案する事業が滞りなく進むことを申請書にて明記してください。 

⑶ 採択された場合は、事業内容の詳細について蒲郡市と打ち合わせた上で、事業等を

実施する者として 蒲郡市が別途契約した本事業の事務局請負事業者との協力の下に 

事業を開始するようにしてください。進捗管理、分析、実施報告等に必要な書類等は、 

蒲郡市が別途契約した本事業の事務局請負事業者に従い提出してください。 

 

１８ 参考 

⑴  過去の採択事業 

【令和５年度】 

ア 「まちなかモビリティ」推進実証 ～人・環境・社会にやさしい地域移動インフラの開

発～ 

  （内容）電動トゥクトゥクを使用した地域内移動のモビリティの利用者ニーズを把握 

イ CO2 でつくる・つながるプロジェクト 

     （内容）ハウスみかんの育成に市内の工場で排出される二酸化炭素を利用 

ウ 一般廃棄物の燃料化によるグリーン発電 

  （内容）可燃ごみからバイオマス発電の燃料を製造 

エ 縫製工場で排出される廃棄レース生地を利用したウェディングドレス製作 

  （内容）廃棄レースカーテン生地をウェディングドレスに再活用 

オ みかんの剪定枝等未利用資源をアップサイクルしたサーキュラーエコノミーの実現 

   （内容）蒲郡の特産品であるみかんの剪定枝等の未利用資源を活用し、繊維にア

ップサイクル 

カ お昼寝ふとんのアップサイクルから始まるサーキュラーエコノミーの実現 

   （内容）幼稚園・保育園のお昼寝布団を回収し、再活用 
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   【令和６年度】 

   ア 製粉製麺工場の端材を新たな名物へ。”アップサイクル×共創”プロジェクト 

      （内容）製粉製麺工程で発生する端材などを利用した、クラフトビールやバイオマ

スプラスチック製品など価値を高めた製品の制作 

   イ 衣装ケースのマテリアルリサイクル後のサーキュラーベンチの作成、各所での常設

によるサーキュラー製品の販売促進 

      （内容）一般家庭から廃棄される衣装ケースを材料としたベンチの製作、製品化 

   ウ サーキュラーパーク蒲郡構想 

      （内容）テーマパーク内におけるごみ分別システムの構築とワークショップの開催 

   エ 捨てられる歯ブラシを「REBORN」サーキュラータウン西浦 

      （内容）旅館のアメニティである歯ブラシを利用したアップサイクル製品の制作とマ

イ歯ブラシ持参キャンペーンの実施 

   オ まちなかモビリティプロジェクトを通じた「地域貢献の”自分事ごと化”」推進 

      （内容）電動トゥクトゥクや電動アシスト三輪自転車を利用した有償での地域内移動

のモビリティの利用者ニーズの検証 

 

⑵ 各重点分野における想定事業（サーキュラーシティ蒲郡アクションプランより） 

【教育】 

・意識・行動変容に向けた学び合える機会づくり 

・「場」や「機会」の提供による担い手・伝え手の育成 

【消費】 

・環境負荷が少なく生産から流通段階における透明性の高い消費の促進 

・廃棄物の排出抑制と資源の有効利用 

【健康】 

 ・持続可能で健康的な食生活と運動習慣による健康寿命の延伸 

 ・知識、能力、経験が循環し、経済・社会・環境的価値の共創による生涯活躍でき  

る機会の創出 

【食】 

 ・資源循環に配慮した生産・製造の推進 

 ・地産地消の促進 

 ・未利用食品・食材の有効活用と資源化・食品廃棄物の削減 

【観光】 

    ・地域の自然環境や伝統・文化を守り、経済・社会・環境への影響を考慮した「持続 

可能な観光」の推進 

【交通】 

 ・持続性の高い公共交通の整備と交通手段の循環システムの構築 

【ものづくり】 

 ・サーキュラーエコノミー推進モデルの創設 
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 ・動静脈産業の連携強化による製品のライフサイクル全体での循環性の高いビジネ

スの創出 

 

（以上） 


